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年金改革に「第３の案」が浮上 その特徴は？ 
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◆４月から制度改正 

 
 

◆年金制度改革の検討に本格着手 

厚生労働省は、年金制度改革の検討に本格的に着手

しました。基礎年金の受給額が少ない低年金者対策を

めぐり、「全額税方式化」と「最低年金創設」が検討さ

れていますが、第３の案として「保険料軽減・税支援

方式」とも言うべき案が浮上してきました。 

いずれの案を導入するとしても問題点があるようで

す。これら３種の案のそれぞれの特徴についてみてみ

ましょう。 

 

◆「全額税方式化」と「最低年金創設」 

現状では、基礎年金額が満額（６万 6,000 円）を下

回る低年金となるケースが多いのが実情です。そこで、

「財源を全額税で補う税方式化」が検討されています。

これは、働き方などに関係なく基礎年金部分を税で支

給し、社会全体で支える方式です。未納問題等は完全

に解消できる代わりに、少なくみても９兆円以上の財

源が必要となります。また、企業の保険料負担がなく

なる分をどう扱うかも課題です。 

税方式のような劇的な転換を望まない場合の案が、

「最低年金創設」です。これは、現行の社会保険方式

を維持しつつ、加入期間にかかわらず給付時に税で加

算する最低年金制度を創設しようとするものです。年

収200万円以下の高齢者世帯に月５万円の最低年金を

保障する場合、約１兆円の財源が必要と試算されてい

ます。問題点として、「保険料の負担者に給付」の原則

が、加入期間によらず最低年金を支給することにより

崩れてしまい、負担の公平性が損なわれるほか、加入

期間に関係なく最低年金を受け取れることで未納問題

が拡大するおそれがあることなどが、問題点として挙

げられます。 

 

◆「保険料軽減・税支援方式」の内容は？ 

これら２案に対し、厚生労働省が第３の案として新

たに提示した「保険料軽減・税支援方式」は、国民年

金の定額保険料を所得に応じて軽減し、軽減分を国が

税で補って全額払ったとみなすやり方です。少額であ

っても 40 年間払い続ければ、基礎年金を満額受け取る

ことができます。追加する財源としては、現行の免除

制度利用者に単純に保険料軽減を適用するだけでも１

兆 7,000 万円程度が見込まれています。また、納付者

が増える可能性はありますが、未納問題の根本的な解

決とはなりにくく、低所得層の保険料を軽減するにあ

たり、軽減割合を決める自営業者の所得把握に難点が

あるなどの課題もあります。 
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